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令和８年度 建設工事関係者連絡会議

奈良労働基準監督署

安全衛生課



労働災害防止のために公共工事発注機関が配慮すべき事項

労働安全衛生法第３条第３項（建設工事の注文者等の責務）

建設工事の注文者等仕事を他人に請け負わせる者は、

施工方法、工期等について、安全で衛生的な作業の遂行

をそこなうおそれのある条件を附さないように配慮しな

ければならない。

発注条件が適正を欠くため・・・

安全のための必要な経費を見込むことができない

突貫工事を余儀なくされる

労働災害の発生！！
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労働災害防止のために公共工事発注機関が配慮すべき事項

１ 適正な工期を設定すること

○ 工期が十分でないと無理な作業を行うことが懸念される

○ 労基署への計画届、設置届が必要な工事は、届出期日に間に合う

よう、発注者において余裕を持った設計を行う等配慮

例）高さ10ｍ以上の足場、吊り足場 ⇒ 当該組立工事開始30日前まで

高さor深さ10ｍ以上の地山掘削

石綿、ダイオキシン工事

○ 工期の設定にあたっては法定労働時間を考慮

⇒ 当該工事開始14日前まで
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労働災害防止のために公共工事発注機関が配慮すべき事項

２ 工事の安全な施工に配慮した設計を行い、また工法を選定すること

① 土木工事における明り掘削の作業にかかる設計について

・ 手掘り（機械掘削面の手掘り仕上げを含む）における勾配及び高さ

を法定どおりとすること

・ 下水道管布設等で溝を掘削する場合に、深さが1.5ｍを超えるとき

は土止め支保工を設けるか、勾配を75度以下とすること

② 足場については、原則として本足場で設計すること

⇒ 令和6年4月1日施行 一側足場の使用範囲明確化

③ 車両系建設機械の用途外使用について

クレーン機能を有さない機械での荷吊り作業は、用途外使用として

禁じられていることに注意 4



重機災害防止対策
クレーン機能付きドラグ・ショベルによる荷のつり上げ作業は、

クレーンモードで！！
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労働災害防止のために公共工事発注機関が配慮すべき事項

２ 工事の安全な施工に配慮した設計を行い、また工法を選定すること

④ 有害業務について

・酸素欠乏危険場所では、作業環境の測定、換気等を実施

・橋梁塗装工事では、施工箇所の周囲が吊り足場の防護ネット等で

   囲われ、自然換気が不十分となり、有害物による中毒や火災の発生

・皮膚、眼に障害をおよぼすおそれのある化学物質取り扱い時の保護具

   の着用

⑤ 足場、土止め支保工等の工法の選定について

より安全な作業を確保するため、手すり先行工法、土止め先行工法

の各ガイドラインに基づき、両工法の採用を促進
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労働災害防止のために公共工事発注機関が配慮すべき事項

３ 施工条件が変化した場合等には工期や経費について適確に対応

発注者は、設計段階で法令に適したものとすることは勿論、施工段階

において計画の見直しが必要となった時には、監督員等の個人的判断に

よることなく、組織としての対応が必要
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労働災害防止のために公共工事発注機関が配慮すべき事項

４ 工費の積算において安全衛生を確保するための十分な経費を見込む

○ 工事の安全かつ円滑な施工を確保するためには、発注者の行う積算に

おいて必要な経費が計上されていることが不可欠

○ 安全衛生を確保するための経費は、直接工事費、共通仮設費（安全費、

仮設費）、現場管理費に含まれるため、これらの各費用において、

適切に計上することが必要

○ 施工において請負業者に計画どおりの仮設を設置させることも重要

であり、適切な積算と適切な施工という関係が重要
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労働災害防止のために公共工事発注機関が配慮すべき事項

５ 複数の工区に分けて発注する場合においては工区間の調整を図る

○ 分割発注等により複数の元方事業者が存在する工事の発注にあたり、

各工区における労働災害防止は原則として各工区の元方事業者等の責任

であるが、ある工区の施工の状況が他の工区の安全に影響を与える場合

があるので、発注者が工区間の調整、情報の提供を行うことが必要

・元方事業者の指名およびこれらに対する協力

・個別工事間の連絡および調整

・災害防止協議会の設置

・安全衛生教育の実施についての指導および援助

・各種情報の提供
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令和８年度における建設業の安全衛生対策の推進に係る留意事項

足場等からの墜落・転落防止対策

足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_40039.html

一側足場

本足場

手すり先行工法等ガイドラインの

普及・定着に向けて

○ 建設業における墜落・転落による死亡者数の約２割が足場に関連したもの。
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令和８年度における建設業の安全衛生対策の推進に係る留意事項

はしご・脚立からの墜落・転落防止対策

○ 建設業における墜落・転落による死傷者数のうち、はしご・脚立からの墜落・転落は
約３割と最も多い。

はしごや脚立からの墜落・転落災害をなくしましょう！
https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/170322-1.pdf

はしごを使う前に／脚立を使う前に
https://www.mhlw.go.jp/content/001101323.pdf
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令和８年度における建設業の安全衛生対策の推進に係る留意事項

墜落制止用器具の適切な使用

○ 建設業における墜落・転落による死亡災害を見ると、墜落制止用器具（安全帯）を
装着していたものの、フックを使用していないケースが多い。

墜落制止用器具の安全な使用に関するガイドライン
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000212834.html

墜落制止用器具の規格
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_03290.html 14



令和８年度における建設業の安全衛生対策の推進に係る留意事項

高齢者の労働災害防止の推進

◎背景

休業4日以上の死傷者数は近年増加傾向にあり、この要因として、

高年齢労働者の労働災害の増加が挙げられる。

また、高年齢労働者は、他の世代と比べて、労働災害の発生率が高く、

災害が起きた際の休業期間が長い。

◎改正内容

〇 高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善、作業管理

などの必要な措置を講ずることが事業者の努力義務となる。

〇 国において指針を定めることとしており、事業者はこれに

基づく取り組みの実施が必要となる。 （R8.4～）

高年齢労働者の安全衛生対策について
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2021年4月1日

ご安全に

令和８年 安全衛生標語

危険の芽 摘んで安全 咲く笑顔
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